
 

 

市町国保医療費分析事業業務委託仕様書 

 

第１ 委託業務名 

   市町国保医療費分析事業業務 

 

第２ 事業の概要 

１ 背景と目的 

平成 30 年度からの国民健康保険の財政運営の都道府県一元化に伴い、国民健康保険法

が改正され、県は、安定的な財政運営や効率的な事業の運営の確保等の国保運営に中心的

な役割を担うこととなっている。 

このことをふまえ、「国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針」が改正

され、市町等の保健事業の健全な運営のために、県が積極的な役割を果たすこと、具体的

には、市町における健康・医療情報の横断的・総合的な分析を行い、市町の保健事業を推

進するための助言及び支援を行うことが求められている。 

県は、県内の医療費適正化の推進と健康寿命の延伸に向け、市町の実態に即した健康課

題を抽出し、市町が取り組むべき保健事業について助言等を行うため、県の傾向や市町間

の地域差分析等、広域的な観点に立った市町国保医療費分析事業（以下、「本事業」とい

う。）を実施する。   

 

２ 業務の概要 

本事業における業務の範囲（以下「本業務」という。）は以下のとおりとする。 

 （１）精度の高いデータベースの構築 

    市町国保の医科及び調剤レセプトをデータ化し、特定健康診査データ等と突合させ、

次の条件を全て満たした診療データベース（以下「データベース」という。）を構築す

る。 

   ア 傷病名や薬剤（禁忌情報を含めた薬剤データベース）、診療行為をマスタ情報とし

て整備し、定期的にメンテナンスする体制を自社内に構築し、契約期間におけるデー

タベースを最新情報に更新された状態に維持すること。 

   イ 最新情報に更新されたマスタ情報を基にデータベースの構築を行うこと。 

ウ レセプトに記載されている傷病名と診療行為（薬剤、検査、手術、処置、指導料等）

を正しく結び付けること。特に、レセプトに複数の傷病名が存在する場合は、可能な

限り傷病名ごとの正確な医療費の算出が可能なデータベースとすること。 

   エ レセプトに記載されている未コード化傷病名を可能な限りコード化すること。 

 オ データベース構築にかかる技術は、第三者の権利を侵害しない、または侵害する恐 

れのない方法によるものとし、本業務が停滞することがないよう留意すること。 

   カ データベースが、本仕様書に準拠して構築されているか検証することを目的として、 

構築したデータベースの内容について県が開示を求めた場合に、受託者は提供できる 

よう努めること。 



 

 

 （２）現状分析 

    受託者は２（１）のデータベース等を活用して精度の高い分析を行うこと。その際、

特に次のア～ウに留意したうえで、必要があれば、委託者である三重県（以下、第 2の

2業務の概要においては「委託者」という。）と分析の方向性について事前に協議を行う

こと。 

    なお、受託者の独自の視点や客観的資料に基づきさらなる分析を付加することも可能

とする。 

   ア 委託者の提供するデータ（別添「提供データ一覧」1～4参照）の範囲内で性別、 

年齢階級別、市町別等の比較を行う。 

   イ 委託者が提供するＮＤＢデータ（別添「提供データ一覧」5参照）について、年齢 

階級別の医療費を全国と比較するとともに、三重県分のうち 75歳未満について、市 

町国保と被用者保険に分解することで、三重県・市町国保の立ち位置を明確化する。 

   ウ 国等が公表しているデータがある場合は、可能な範囲で比較分析を行う。 

（３）複数年の分析 

受託者は、委託者の提供する過去分の分析結果をふまえて、経年の変化等について比

較、分析する。 

（４）分析結果の取りまとめ 

   受託者は、（２）（３）の分析を基に、納入期日までに分析結果を報告書に取りまとめ

る。 

（５）分析結果の活用の提案 

   受託者は、（４）の報告書作成において、（２）（３）の分析に基づき効果的と思われる

保健事業の提案など、分析結果の活用について提案する。 

   また、その際、根拠となる分析結果との関連が分かるよう提示する。 

（６）分析結果説明会の開催 

   受託者は、４）の報告書を基に、次のア、イに示す説明会を実施すること。 

ア 説明会は県内の市町を対象とし、1 回行うこと。開催形式については委託者と協

議のうえ、決めること。 

イ 会場は委託者にて確保するが、資料及び説明に必要な電子機器については受託者

にて用意すること。 

（７）個別項目 

個別項目として以下の内容について必ず盛り込むこと。 

   ・三重県における、糖尿病・がん・循環器系疾患・骨粗しょう症など、生活習慣病等

重症化予防対策に関する詳細分析 

・高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施における国保と後期高齢のデータを連結

した分析 

・ＮＤＢデータを活用した分析 

ただし、個別項目を追加する場合は、必要に応じて委託者と協議すること。 

 



 

 

【参考：報告内容例】 

１．分析の背景 

２．三重県の特性、地域の概況 

（１）人口構成、医療費、医療施設等の全国比較等 

（２）県内市町国保及び後期高齢の被保険者の状況等 

３．現状分析・課題の抽出 

 （１）医療費等の分析（高額レセプト分析、疾病別医療費分析等） 

 （２）医薬品の分析（薬剤に関する分析、調剤薬局に関する分析） 

 （３）適正受診・適正服薬に関する分析 

 （４）保健事業に関する分析 

４．課題の整理と対策 

 （１）分析結果から導かれる課題 

 （２）課題の改善に向けた対策と期待できる効果 

５．三重県における、糖尿病・がん・循環器系疾患・骨粗しょう症など生活習慣病等重

症化予防対策に関する詳細分析 

６．高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施における国保と後期高齢のデータを連結 

した分析 

７．参考資料 

  疾病別医療費統計（大分類、中分類）等 

 

３ 履行期間・成果品 

（１）履行期間 

本業務の委託期間は、契約締結日から令和 8 年 3 月 31 日までとする。 

 

（２）納入成果品 

ア 分析結果報告書及び附属データ 

ａ 各媒体につき、委託者用として、県全体の報告書 1式 

ｂ 各媒体につき、29市町提供用として、県全体の報告書各 1部 

※ 紙媒体（パイプファイル等を使用して、各ページを取り外せる形で編綴すること）

及び電子媒体（Word、Excel、PDF 形式を保存した DVD-R 等）を納品すること。印

刷用紙はＡ4 版縦置き、左とじを原則とし、図表については、必要に応じＡ3 版を

使用できるものとする。 

   イ 納入期日 

     令和 8 年 3 月 6 日 

ウ 納入場所 

     三重県津市広明町 13番地 三重県医療保健部国民健康保険課 

 

第３ 情報セキュリティに関する受託者の責任 

１ 受託者は、必要な情報セキュリティ対策を講じること。 



 

 

２ 受託者は、三重県電子情報安全対策基準及び受託者内部のセキュリティポリシー等に基

づき、情報セキュリティを確保できる体制を整備するとともに、情報漏えい等の情報セキ

ュリティ侵害への対策が十分に講じられた作業環境において、本業務に係る作業を実施す

るものとする。なお、三重県電子情報安全対策基準については、受託者のみに提示する。 

３ 受託者は、本業務に係る作業を実施するすべての関係者に対し、私物（関係者個人の所

有物等、受託者管理外のものを指す。以下、同じ。）コンピュータ及び私物記録媒体（USB

メモリ等）に委託者に関連する情報を保存すること及び本業務に係る作業を私物コンピュ

ータにおいて実施することを禁止するものとする。 

４ 受託者は、本業務における情報セキュリティ対策の履行状況について、職員に確認を求

められた場合には、これを報告するものとする。また、受託者は履行状況について、三重

県が自ら確認しようとすることに協力するものとする。 

５ 受託者は、本業務における情報セキュリティ対策の履行状況について三重県が改善を求

めた場合には、三重県と協議の上、必要な改善策を立案して速やかに実施するものとする。 

６ 受託者は、本業務に係る作業中及び契約に定める瑕疵担保責任の期間中において、受託

者における情報セキュリティ上の問題を原因とした情報セキュリティ侵害が発生した場

合には、直ちに職員へ報告の上、受託者の責任及び負担において、次の各事項を速やかに

実施するものとする。 

（１）情報セキュリティ侵害の内容及び影響範囲を調査の上、当該情報セキュリティ侵害へ

の対応策を立案し、三重県の承認を得た上で実施すること。 

（２）発生した事態の具体的内容、原因及び実施した対応策等について報告書を作成し、三

重県へ提出して承認を得ること。 

（３）再発防止対策を立案し、三重県の承認を得た上で実施すること。 

（４）上記のほか、発生した情報セキュリティ侵害について、担当職員の指示に基づく措置

を実施すること。 

 

第４ 受託者の義務 

１ 受託者は、関係法規を遵守するとともに、個人情報の保護に関する法律（平成 15 年 5 月

30 日法律第 57 号）及び受託者が定めた個人情報保護に関するガイドライン等を遵守し、

個人情報を適正に取り扱うこと。 

２ 本業務の遂行に当たっては、三重県の求めに応じ、速やかに進捗状況の報告や資料等の

提出を行うこと。 

３ 本業務において、契約書及び本仕様書に明示されていない事項でも、その履行上、当然

必要な事項については、受託者が責任を持って対応すること。 

４ 契約書及び本仕様書に明示されているすべての業務に対し、いかなる場合においても三

重県に別途費用を請求することはできない。ただし、三重県の要求仕様の変更による追加

費用については別途協議を行うものとする。 

５ 本仕様書に定めのない事項が発生した場合及び疑義が発生した場合は、三重県と協議の

うえ、定めるものとする。 

 



 

 

第５ 支払契約事項 

委託料の支払いについては、委託業務が完了し、三重県の検査後に支払うものとする。 

 

第６ 著作権等 

成果品（報告書等）の著作権は、三重県に帰属するものとする。 

 

第７ 第三者の権利侵害 

１ 三重県に引き渡された成果品等の全部又は一部につき、三重県が当該成果品等を自ら利

用するに当たり、第三者から著作権等（以下総称して「知的財産権」という。）を侵害する

ものであるとして三重県に対し何らかの訴え、異議、請求等（以下総称して「紛争」とい

う。）がなされ、三重県から受託者へ処理の要請があった場合、受託者は三重県に代わって

当該第三者との紛争を処理するものとする。その際、受託者は、当該第三者に対する損害

賠償金の支払いを含む紛争処理費用を負担するものとする。なお、この場合、三重県は当

該第三者との紛争を受託者が処理するために必要な権限を受託者に委任するとともに、必

要な協力を受託者に行うものとする。 

２ 前項において成果品の全部又は一部が第三者の知的財産権を侵害するものであると判

断される場合、三重県・受託者協議の上、受託者は次の各号のいずれかの措置をとるもの

とする。なお、本条の規定は、本契約の終了又は解除後も適用する。 

（１）成果品を侵害のないものに改変すること。 

（２）三重県が成果品を利用することが可能となるよう、当該第三者の許諾を得ること。 

 

第８ 契約不適合責任 

１ 三重県は、成果品に 種類、品質又は数量に関して、契約の内容に適合しない状態（以

下「契約不適合」という。）があるときは、受託者に対して、その契約不適合の修補、代替

品の引渡し、不足品の引渡しによる履行の追完を請求することができる。ただし、受託者

は、三重県に不相当な負担を課するものでないときは、三重県が請求した方法と異なる方

法による履行の追完をすることができる。 

２ 前項に規定する場合において、三重県は、同項に規定する履行の追完の請求（以下「追

完請求」という。）に代え、又は追完請求とともに、損害賠償の請求及び契約の解除をする

ことができる。 

３ 第１項に規定する場合において、三重県が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、

その期間内に履行の追完がないときは、三重県は、その不適合の程度に応じて業務委託料

の減額を請求することができる。この場合において、業務委託料の減額の割合は引渡日を

基準とする。 

４ 追完請求、前項に規定する業務委託料の減額の請求（以下「業務委託料減額請求」とい

う。）、損害賠償の請求及び契約の解除は、契約不適合（数量に関する契約不適合を除く。

次項において同じ。）が三重県の供した材料の性質又は三重県の与えた指図によって生じ

たものであるときは行うことはできない。ただし、受託者が、その材料又は指図が不適当

であることを知りながら告げなかったときは、この限りではない。 



 

 

５ 三重県が契約不適合を知った時から１年以内にその旨を受託者に通知しないときは、

三重県は、その不適合を理由として、追完請求、業務委託料減額請求、損害賠償の請求及

び契約の解除をすることができない。ただし、受託者が引き渡した時にその不適合を知り、

又は重大な過失によって知らなかったときは、この限りでない。 

 

第９ 機密保持 

１ 受託者は、受託期間中または受託期間終了後を問わず、業務を遂行するうえで知り得た

個人情報及び機密情報を本業務の目的以外に使用し、又は第三者に開示若しくは漏えいし

てはならない。 

２ 受託者が個人情報の処理等を行う場合は、個人情報の保護に関する法律についてのガイ

ドラインに基づき個人情報の漏えい、滅失及びき損に対する防止措置を講じなければなら

ない。また、個人情報の適切な管理のために、別記「個人情報の取扱いに関する特記事項」

の内容を遵守すること。なお、個人情報保護法に委託を受けた事務に従事している者若し

くは従事していた者等に対する罰則の規定があるため留意すること。 

 

第 10 再委託の制限 

１ 受託者は、三重県の承認を得ないで業務の全部又は一部を第三者に委託してはならな

い。ただし、あらかじめ再委託の相手方の住所、氏名、再委託を行う業務の範囲、再委託

の必要性及び再委託の金額等について記載した書面を三重県に提出し、三重県の承認を得

た場合はこの限りではない。再委託の内容を変更しようとするときも同様とする。 

２ 前項の規定は、受託者が資料の謄写、製本等の軽微な業務を再委託しようとするときに

は、適用しない。 

 

第 11 不当介入に対する措置 

１ 受託者は、業務の履行にあたって「三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等排除

措置要綱」に規定する暴力団、暴力団関係者又は、暴力団関係法人等（以下暴力団等とい

う。）による不当介入を受けたときは、次の義務を負うものとする。 

（１）断固として不当介入を拒否すること。 

（２）警察に通報するとともに捜査上必要な協力をすること。 

（３）委託者に報告すること。 

（４）業務の履行において、暴力団等による不当介入を受けたことにより工程、納期等に遅

れが生じる等の被害が生じるおそれがある場合は、委託者と協議を行うこと。 

２ 受託者が１の（２）又は（３）の義務を怠ったときは、「三重県の締結する物件関係契約

からの暴力団等排除措置要綱」第７条の規定により「三重県物件関係落札資格停止要綱」

に基づく落札資格停止等の措置を講ずる。 



（別添）提供データ一覧

2021年度分 2022年度分 2023年度分 2024年度分

（R03年度分） （R04年度分） （R05年度分） （R06年度分）

1 レセプトデータ
（2024年4月診療分

～2025年3月診療分）

① 医科 21_RECODEINFO_MED.CSV ● ● ● ●

② DPC 22_RECODEINFO_DPC.CSV ● ● ● ●

③ 調剤 24_RECODEINFO_PHA.CSV ● ● ● ●

④ 歯科 23_RECODEINFO_DEN.CSV ● ● ● ●

2 特定健康診査データ、特定保健指導データ

① FKAC131　特定健診受診者CSVファイル 〇 〇 〇 〇

② FKAC163　特定健診結果等情報作成抽出（健診結果情報）ファイル 〇 〇 〇 〇

③ FKAC164　特定健診結果等情報作成抽出（その他の結果情報）ファイル 〇 〇 〇 〇

④ FKAC165　特定健診結果等情報作成抽出（保健指導情報）　　　　 〇 〇 〇 〇

3 被保険者マスタ

① KD-IF015.CSV ● ● ● ●

4

① 21_001_地域の全体像の把握 〇 〇 〇 〇

② 21_003_健診・医療・介護データからみる地域の健康課題　 〇 〇 〇 〇

③ 21_005_市区町村別データ 〇 〇 〇 〇

④ 21_006_人口及び被保険者の状況 〇 〇 〇 〇

⑤ 21_007_質問票調査の状況 〇 〇 〇 〇

⑥ 21_008　健診の状況 〇 〇 〇 〇

⑦ 21_011　厚生労働省様式（様式1-1）（基準金額以上となったレセプト一覧） 〇 〇 〇 〇

⑧ 21_013　厚生労働省様式（様式2-2）（人工透析患者一覧表） 〇 〇 〇 〇

⑨ 21_024_厚生労働省様式（様式5-2）（健診有所見者状況（男女別・年代別）） 〇 〇 〇 〇

⑩ 21_025　厚生労働省様式（様式5-3） 〇 〇 〇 〇

⑪ 22_007　特定健診・特定保健指導実施結果総括表 〇 〇 〇 〇

⑫ 22_007　特定健診・特定保健指導実施結果総括表（PDF） 〇 〇 〇 〇

⑬ 23_001　医療費分析（1）細小分類 〇 〇 〇 〇

⑭ 23_003_疾病別医療費分析（大分類） 〇 〇 〇 〇

⑮ 23_004　疾病別医療費分析（中分類） 〇 〇 〇 〇

⑯ 23_005　疾病別医療費分析（細小（82）分類） 〇 〇 〇 〇

⑰ 23_006_疾病別医療費分析（生活習慣病） 〇 〇 〇 〇

⑱ 26_006　被保険者管理台帳 〇 〇 〇 〇

⑲ 26_016　保健指導対象者一覧 〇 〇 〇 〇

⑳ 29_001　健康スコアリング（健診） 〇 〇 〇 〇

㉑ 29_002　健康スコアリング（医療） 〇 〇 〇 〇

5 NDBデータ

① 都道府県別データブック（基礎編） ●

② 都道府県別データブック（詳細編） ●

●：2025年10月頃提供　　

〇：2025年11月頃提供。（※1）は確定次第（2026年1月頃）。

「4 KDBデータ」に関しては、国保・後期のデータとなります。

この他に必要となるデータがある場合には、随時調整させていただきます。

データ種類

KDBデータ　　　　（※1）国保組合を含まないデータ
                               組合有無選択がある場合は、「国保組合を含まない」もので抽出願います。

黄色網掛けは10月匿名化実施

緑色網掛けは11月匿名化実施


